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　医療問題解決型コミュニケーションとは、医療現場で発生したトラブルを第三者の関与によって解決に
導くための手段である。国内外で普及の取り組みが進んでいるものに、米国発の医療メディエーション、
倫理コンサルテーションがある。また日本国内には、医療施設外に拠点を置く自治体の患者相談、患者支
援団体の電話相談等のほか、施設内の患者相談窓口がある。あるいは、相談員としての資格をもつ市民ボ
ランティアが施設内で患者相談を行う事例もある。
　これらの医療問題解決型コミュニケーションには「医療トラブルを第三者によって解決に導き、当事者
を救出する」という共通の目的があり、それゆえに、通常の医療サービスと同様、患者（家族）の視点に
立ったものとして、アクセシビリティ（利用しやすさ）、ペイシャント・セントリシティ（患者中心性）
が考慮されていなければならない。
　本稿では、アクセシビリティ、およびペイシェント・セントリシティという 2つの概念がヘルスケア領
域でどのように定義づけられているのか概観し、医療問題解決型コミュニケーションの一類型である医療
施設内外の患者相談において、これらがどのように関与しているのか検証する。
キーワード： 医療問題解決型コミュニケーション、アクセシビリティ、ペイシェント・セントリシティ、
患者相談
はじめに
　医療問題解決型コミュニケーションとは、医療
トラブルを第三者の関与によって解決に導く手段
である。現在国内外で普及の取り組みが行われて
いる主なものに、米国発の医療メディエーション、
倫理コンサルテーションがあり、これらは1980年
頃から日本に導入され始めた。また国内には、患
者支援の一環として医療施設内外で実施されてい
るものがいくつかある。例えば、自治体の患者相
談、患者支援団体の電話相談、医療コーディネー
ターによる意思決定支援サービス等であり、これ
らは医療施設外に拠点を置いている。これに対し、
施設内に患者相談窓口を置き、看護師や安全管理
者、医療メディエーターが患者相談に応じる医療
機関もある。または、相談員の資格をもつ市民ボ
ランティアが施設内で患者相談を行う事例もある。
　これらの医療問題解決型コミュニケーションは、
各々異なった背景のもとで成立し、固有の取り組
みが行われてきた。一方これらには「医療者・患
者（家族）間に発生した医療トラブルを第三者の
関与によって解決に導き、当事者を救出する」と
いう共通の目的があるため、治療・看護・介護と
いった通常の医療サービスと同様、患者（家族）
の視点に立ったものでなければならず、そこには、
アクセシビリティ（利用しやすさ）、あるいはペ
イシャント・セントリシティ（患者中心性）等が
考慮されていることが重要なのである。
　筆者は、現在医療問題解決型コミュニケーショ
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ンにおけるアクセシビリティ、ペイシェント・セ
ントリシティの検証を目的とする研究を進めてお
り、類型ごとの活動において、これら 2要素がど
のように関与しているのか調査中である。本稿で
は、アクセシビリティ、およびペイシェント・セ
ントリシティという 2つの概念について、まず、
どのような意味をもつのか、国内外のヘルスケア
領域でどのように位置づけられているのか概観す
る。次に、医療施設内外の患者相談の事例を取り
上げ、アクセシビリティ、ペイシェント・セント
リシティが実際の活動においてどのような意義を
もつのか検証する。
1 ．アクセシビリティおよびペイシェント・セン
トリシティの定義
　ここでは、アクセシビリティおよびペイシェン
ト・セントリシティという言葉にどのような意味
が含まれているのか、これらはヘルスケアの領域
でどのように定義づけられているのか、概観する。
1 － 1 ．アクセシビリティ（accessibility）
　アクセシビリティは、ケンブリッジ英英辞典に
よると「（ある物／場所への）到達しやすさ、（あ
る物の）入手しやすさ／理解しやすさ」と定義さ
れている1）。わが国では、国立国語研究所の「外
来語」委員会が「利用しやすさ」という訳語の使
用を勧めている2）。ただし、国内外におけるアク
セシビリティという用語の実際の使用については、
次の 2つの異なる流れが形成されてきたようであ
る。 1つは、2010年頃から IT領域に限定して始
まった流れであり、高齢者や障害者を含むあらゆ
る人が情報通信機器、ソフトウェア、ウェブ・コ
ンテンツ等を利用できる環境づくりを目的とす
る3）。もう 1つは、領域を限定せず、広範囲の製
品や建物、サービスを全ての人々が利用できるか
どうかの指標に基づく流れであり、ここからノー
マライゼーション（障害者が健常者と平等に存在
する社会こそがノーマルな社会である）やバリア
フリーの概念が生まれた4）。
　このような背景のもと、ヘルスケアの領域では、
2013年世界保健機構（World Health Organization：
WHO）がアクセシビリティを次のように定義し
た。①適正な医療サービスを必要時に誰でも平等
に受けられること（物理的アクセシビリティ）、
②医療サービスを受けた人々が経済的困窮を被る
ことなく対価を支払うことができること（経済的
アクセシビリティ）、③利用者は医療情報を要求・
享受・開示する権利を有し、かつ情報の機密性が
保持されること（情報アクセシビリティ）5）。なお、
日本プライマリ・ケア連合学会では「プライマ
リ・ケアとは国民のあらゆる健康上の問題に対し、
継続的・全人的に対応する保健医療福祉機能」と
した上で、これを構成する概念の 1つとしてのア
クセシビリティについて、上記WHOの 4分類の
ほか、患者のニーズに迅速に対応できること（時
間的アクセシビリティ）、患者への配慮に心がけ、
診察時の患者の苦痛を軽減したり、安心して受診
できる環境を提供すること（精神的アクセシビリ
ティ）の 2つを加えた6）。
1 － 2 ．ペイシェント・セントリシティ（Patient
Centricity）
　ペイシェント・セントリシティは、患者中心性
と訳され、その概念は約30年前の米国で提唱され
た。1993年ボストンにあるピッカー研究所（Picker 
Institute）の所長ピッカー（Picker, H.）は患者・
家族を対象とした調査を行い、その報告書で「患
者中心のケア（patient-centered care）とは、患者
の価値観や趣向、ニーズを理解し、尊重すること
である」と論じ、以後わが国でも患者中心性とい
う言葉が注目されるようになった7）。2001年全米
科学アカデミー（National Academy Sciences）の
下部組織である医学研究所（Institute of Medicine）
が著した報告書『谷間を越えて21世紀システムへ
（Crossing the quality chasm：A new health system 
for the 21st century）』では、ピッカーの主張は「患
者は人間として尊重され、患者の価値観もまた優
先されるべきである」という文言によって受け継
がれた。この考え方は2010年頃から米国で再び見
直され、「患者の治療を主導するのはプライマリ・
ケア医（初期診療医）である」とする「患者中心
的メディカル・ホーム」（Patient-Centered Medical 
Home：PCMH）モデルが各州の医療政策に導入
されるようになった。わが国でも2015年厚生労働
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省が PCMHモデルを採用した地域包括ケアシス
テムの構築に着手している8）。その中核であるペ
イシェント・セントリシティは、わが国の製薬業
界にも浸透し、薬剤の開発や治験の過程でユーザ
（患者）の意見を採用したり、患者にも参画して
もらう、という新しい方向性が形成されている9）
　このような経緯から医療の中核概念としてとら
えられるようになったペイシェント・セントリシ
ティは、米国の医療品質研究調査機構（Agency 
for Healthcare Research and Quality：AHRQ）によっ
て次のように定義づけられている。すなわち、医
療者・患者（家族）間の協働により、患者のニー
ズを尊重した意思決定が行われ、患者（家族）も
ケアに参画できるような環境が与えられるように
なること10）。また日本では、看護情報学の専門家
がこれを次のように定義している。すなわち、患
者（家族）の尊厳が考慮され、患者がタイムリー
に情報を受け取れること、患者（家族）は任意に
意思決定に参加できること、患者・家族・医療者
が協働すること、医療の内容を必要に応じて見直
すこと11）。
1 － 3 ．アクセシビリティとペイシェント・セン
トリシティの検証の対象事例
　第 2節では、 1－ 1、 1－ 2の定義に照らしな
がら、これら 2要素が医療問題解決型コミュニ
ケーションにおいてどのように位置づけられてい
るのか、医療施設内外の患者相談サービスを例に
とって検証する。具体的には次の 2事例である。
1）医療安全支援センターの「患者の声相談窓口」
　医療安全支援センターは、厚生労働省の管轄下
にあり、2003年に全国で設置が始まり、その数は
2018年12月現在380に達した。その役割は、医療
相談業務の統括、医療安全に関する医療機関への
助言等である。下部組織である「患者の声相談窓
口」の設置箇所は、各都道府県支援センターのほ
か、保健所内、提携医療機関や医師会内等広範囲
にわたる。相談員は、看護師や薬剤師等の医療者、
医事担当事務員を中心に体制が組まれている12）。
2 ）院内患者相談窓口
　医療機関内の患者相談サービスの別形態として、
一般の病院等に見られる院内患者相談窓口がある。
厚生労働省の報告によれば、2012年同省が行った
診療報酬の改定に伴って新設された「患者サポー
ト体制充実加算（患者支援体制の評価により診療
報酬が加算される制度）」の効果により、一般病
院（中小規模病院、基幹的病院等）における院内
患者相談窓口の設置数が急増した13）。以来、公益
財団法人日本医療機能評価機構は、病院機能評価
基準として「患者支援体制」を重視するように
なった。その評価対象は、「専従スタッフがいるか」、
「患者相談窓口の周知に尽力しているか」、「多様
な相談内容に対応可能か」、「個人情報保護は万全
か」、「相談内容が関係者間で共有可能か」等であ
る14）。
2 ．医療安全支援センターの「患者の声相談窓
口」におけるアクセシビリティとペイシェン
ト・セントリシティの検証
2 － 1 ．アクセシビリティの検証
　医療安全支援センター（以下、支援センター）
と「患者の声相談窓口」（以下、窓口）の周知活
動は自治体によって異なるが、最寄りの支援セン
ター、窓口の所在地は、都道府県・市町村のウェ
ブサイトや広報紙に記載されている。また、所在
地情報を患者向けの「くすり手帳」に載せ、調剤
薬局を介して配布している自治体では、この努力
が奏功し窓口の利用者数が増加した15）。窓口にお
ける相談の受付方法は概ね統一されており、電話、
面談、ファックス、電子メール等複数の選択肢が
提示され、患者（家族）の状況に応じた相談が可
能となっている。相談は無料である。全国の支援
センター／窓口向けの「医療安全支援センター総
合支援事業作成相談対応ガイドブック」には、相
談者としての姿勢や心構えが記されており、それ
を確実にするための研修が定期的に実施されてい
る。
　一方、管轄区域の提携医療機関内の窓口で稼働
する相談員からは、次のようなことが課題として
報告されている。すなわち、当該窓口は施設内に
後付けで設置されたものであるため相談者がその
場所を容易に捜し出すことができない、相談員の
離席中に相談者が窓口を訪れた際、施設の雇用職
員が進んで対応しようとしない、相談時間は30分
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以内とされているが、問題の全容を把握するには
もう少し時間の幅を広げるべきである、等16）。
　以上のことから判断すると、全国の窓口におけ
る物理的アクセシビリティ、経済的アクセシビリ
ティ、精神的アクセシビリティは概ね確保されて
いると思われる。しかしながら、管轄区域内提携
医療機関の窓口の相談員が示した 2つの課題は、
当該機関の雇用職員が窓口の目的や意義を理解し
ていないことに起因している。これらは、情報ア
クセシビリティに悪影響を与えるため、支援セン
ターは当該機関に対し、理解と協力を呼びかける
ことが肝要である。また、時間的アクセシビリティ
の欠点をカバーする目的でファックスやメールで
の対応が提示されているのかもしれないが、これ
らを使用出来ない環境下の人々にとっては、この
ことが情報アクセシビリティの弊害となるため、
再検討が必要である。
2 － 2 ．ペイシェント・セントリシティの検証
　窓口の相談員は、相談者の話を傾聴した後、必
要に応じて以下を実施する。 1）相談者に対し、
要点整理の援助・説明・情報提供を行う、 2）相
談者に対し、他課や関係機関を紹介する、 3）当
該医療機関へ連絡する、 4）立ち入り検査部門へ
引き継ぐ。支援センターが毎年作成する「相談受
付件数・内訳」報告書によれば、各都道府県下支
援センターが受付けた総案件のうち、30分間の相
談でクローズしなかった案件に対し、傾聴後上述
の 2）、 3）、 4）を実施した割合は72％（2017年
度）、75％（2018年度）と高率であった17）。
　1988年に厚生労働省の研究班が作成した冊子
「上手な医者のかかり方十か条」は、患者（家族）
が医師との対話に臨むときの心構えを記したもの
であるが、これは後に NPO法人ささえあい医療
人権センターCOMLが改訂し、「新・医者にかか
る10箇条」とした。現在全国の窓口では、相談者
に医療者と良好な関係を築く方法を教示する際の
ツールとしてこれを使用する動きが広まりつつあ
る18）。
　まず（ 1つめの）傾聴後の相談員の対応につい
ては、原則として相談員は 1人であり、かつ30分
以内に傾聴を終え忠言を与えなければならない、
という状況下、相談員がこれほどの高率で患者の
ニーズに応え、前向きに対処した、という事実は
評価に値する。また、相談員のこうした対応が、
のちに相談者のニーズを尊重した意思決定、相談
者へのタイムリーな情報提供につながる可能性も
考えられる。
　次に、（ 2つめの）の「新・医者にかかる10箇条」
の使用について述べる。窓口の相談員から医療者
とのコミュニケーションに関わる忠言を受けた相
談者は、この先、意思決定や治療計画／実施に参
加できる程度の知識やスキルを身につけるかもし
れない。しかしながら、それはあくまでも医療施
設外の相談窓口で得た間接的なものであり、意思
決定、治療の計画や実施に参加する機会が直接相
談者に提供されることはほとんどないであろう。
この意味から、支援センターの窓口が、「患者本
人が自らのケアに参画する環境、患者の価値観に
沿った個別化プラン等が患者（家族）に提供され
る」というペイシェント・セントリシティの要件
を満たしているとは言いがたい。
3 ．院内患者相談窓口におけるアクセシビリティ
とペイシェント・セントリシティの検証
3 － 1 ．アクセシビリティの検証
　厚生労働省は、2012年に「患者サポート体制充
実加算」を新設し、翌年その届出を行った1,500
の病院内に設置されている患者相談窓口を利用し
た者を対象にアンケート調査を行った19）。その報
告書から物理的アクセシビリティに関する内容を
抜粋すると、 1）利用者が患者相談窓口を知った
きっかけは：医療者からの紹介、患者相談窓口の
看板／ポスター、医療機関の配布資料、職員によ
る口頭での案内等、 2）患者相談窓口に関する看
板／ポスターの掲示文、口頭での説明・配布資料
の内容は理解しやすかったか：わかりやすい／ど
ちらかといえばわかりやすい84. 1％、わかりにく
い／どちらかといえばわかりにくい9. 9％、無回
答6. 0％、 3）相談員の平均人数：患者 1人につ
き1 . 7人、 4）相談時間合計：患者 1人につき 
62. 7分、 5）問題や不安は解決したか：解決した
／ある程度解決した90. 7％、あまり解決しなかっ
た／全く解決しなかった2. 4％、どちらともいえ
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ない4. 6％、無回答6. 9％、 6）相談員の対応への
満足度：とても満足／満足89. 7％、あまり満足し
ていない／全く満足していない2. 4％、どちらと
もいえない5. 6％、無回答2. 3％であった。以上の
ことから、院内相談窓口における物理的アクセシ
ビリティ、経済的アクセシビリティ、情報アクセ
シビリティは概ね確保されていると判断された。
　一方同アンケートで指摘された院内患者相談窓
口に対する要望や課題は、「多忙な医師に代わり、
病棟に医療ソーシャルワーカーを 1人は置いてほ
しい」、「随時相談に応じてほしい」、「時間を気に
せず相談したい」、「病状を知る医療者に同席して
ほしい」等であった。すなわち、院内患者相談窓
口においては、総相談時間、同席相談員の人数、
相談時の雰囲気等を含む時間的アクセシビリティ、
精神的アクセシビリティについてさらなる検討が
必要と考えられた。
3 － 2 ．ペイシェント・セントリシティの検証
　国内の院内患者相談窓口の形態は様々であり、
医療トラブルに直面した患者（家族）が初期的に
訪れる一般的な窓口のほか、倫理コンサルテー
ションや医療メディエーションの枠組みの中で行
われている窓口、あるいは資格をもつ市民ボラン
ティアが相談員として稼働している窓口もあり、
それぞれトラブルの内容に特化した相談が可能と
なっている20）。2012年の厚生労働省によるアン
ケート調査報告書では、院内患者相談窓口の利用
に関するデータとして以下が示されている。 1）
当該窓口を専門部署としてしている施設は
60. 7％、 2）稼働する相談員数は平均して5. 64
人、 3）当該窓口の利用者のうち「問題や疑問・
不安が解消した」と回答したのは約 9割。一方、
院内患者相談窓口の課題として、相談員の不偏性
（すなわち、対立する当事者間に中立的に介在す
る能力）が確保できるか、ということが指摘され
ている21）また、最近の動向として、院内患者相談
窓口は「患者支援センター」に組み込まれるケー
スが増加している。これは、2012年の「患者サポー
ト体制充実加算」の新設に伴い、各施設が院内患
者相談窓口や患者の入退院支援機能の強化を図っ
たことに因る22）。なお、「患者支援センター」では、
相談・入退院・内外組織との連携・退院後の療養
等の支援を患者に切れ目なく提供する「ワンス
トップ・サービス」の導入が進んでいる23）。
　以上のことから、院内患者相談窓口におけるペ
イシェント・セントリシティは、概ね確保されて
いると判断した。患者相談窓口を専門部署として
設置している施設数の割合がさほど高くないのに
対し、平均相談員数は比較的多いようだが、他職
種との兼任の可能性も否めない。このことは、相
談員の不偏性の確保の問題と併せ、今後の課題と
すべきであろう。
考　察
　本研究では、「治療・看護・介護といった通常
の医療サービスと同等のアクセシビリティ、ペイ
シェント・セントリシティが医療問題解決型コ
ミュニケーションにおいても確保されるべきであ
る」ということを前提に、これら 2要素がどのよ
うに位置付けられているか、医療施設内外の患者
相談サービスを事例として検証した。
　医療安全支援センターの「患者の声相談窓口」
では、ある程度のアクセシビリティは確保されて
いるが、提携医療機関の職員の理解不足が情報ア
クセシビリティに悪影響を及ぼしていること、相
談時間が30分以内に制限されているため時間的ア
クセシビリティに弊害が出ていること等がわかっ
た。少なくとも、提携医療機関への理解と協力を
求めるのは不可能ではないと思われる。しかしな
がら、医療安全支援センターが公的機関である以
上、相談時間枠を拡大したり、相談者が意思決定
やケアに参加できるよう働きかけることは困難か
と思われる。むしろ、相談員の努力が時間的アク
セシビリティの欠点を補っている点、相談員から
与えられる忠言が相談者をエンカレッジしている
点に注目し、現在の相談体制の枠内で精神的アク
セシビリティ、ペイシェント・セントリシティを
より向上させる努力や活動に重点を置くべきでは
ないか、と考える。
　院内患者相談窓口に関しては、アクセシビリ
ティは概ね確保されていること、またペイシェン
ト・セントリシティについても良好である、とい
うことがわかった。一方、院内患者相談窓口の課
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題は、精神的アクセシビリティと時間的アクセシ
ビリティの改善、ペイシェント・セントリシティ
向上のための専任相談員の確保、相談員の不偏性
の確立の必要性である。このような状況下、最近
の動向として、院内患者相談窓口が「患者支援セ
ンター」に組み込まれるケースが増加している、
と述べた。中でも、患者支援センターで実施され
ている「ワンストップ・サービス」の利点を活か
せば、ペイシェント・セントリシティの定義のと
おり、医療者・患者（家族）間の協働、患者（家
族）の医療への参加が可能になるのではないだろ
うか。今後各施設でこの体制が強化されれば、相
談員の不偏性確保の問題もおそらく解消に向かう
であろうし、その結果、院内患者相談窓口におけ
るペイシェント・セントリシティはさらに向上す
る、と思われる。
結　語
　アクセシビリティ、およびペイシェント・セン
トリシティという 2つの概念がヘルスケアの領域
でどのように定義づけられているのか確認し、医
療施設内外の患者相談サービスにおいて、これら
2つがどのような意義をもつのか検証し、その結
果から抽出された課題への対応策を示した。
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Verification of accessibility and patient-centricity of 
problem-based medical communication models
̶ Citing two examples of patient counseling inside and outside medical facility ̶
YOSHIMURA Ritsuko
〈Abstract〉
 A problem-based medical communication model is a method to solve a medical issue by the involvement of a third 
party.  Those that have domestically become known include the healthcare mediation and ethics consultation both of 
which originated in the U.S.  Also here in Japan, other than the general in-hospital patient counselling, there are a 
variety of Japan-specific patient support services; one is an external patient counseling led by a local government, 
another is an external telephone counselling conducted by a patient support group, and the other is an in-hospital 
patient counseling counter operated by certified citizen volunteers.
 These models share a common goal of solving a medical issue through the intervention of a third party and 
rescuing the persons concerned, and therefore, they have to be equipped with the properties of “accessibility” and 
“patient-centricity” at the same level of the usual healthcare services, such as treatment, nursing and/or caring.
 This research note first reviews how these two properties have been defined in the realm of healthcare, and next 
verifies whether or not these are properly characterized in the practices of the two kinds of patient counselling 
services taking place in and out of the medical facilities.
Key words：problem-based medical communication, accessibility, patient-centricity, patient counselling

